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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第71期 

第１四半期 
連結累計期間 

第72期 
第１四半期 

連結累計期間 
第71期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年６月30日 

自平成29年４月１日 
至平成29年６月30日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売上高 （百万円） 44,255 50,859 203,004 

経常利益 （百万円） 849 1,261 5,314 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（百万円） 640 843 1,342 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △1,202 723 1,024 

純資産額 （百万円） 42,523 45,064 44,545 

総資産額 （百万円） 82,251 92,619 93,284 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 31.28 41.19 65.57 

自己資本比率 （％） 51.7 48.7 47.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 1,424 2,347 △3,309 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △277 △237 △85 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △713 △490 1,504 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 11,919 11,950 10,282 

 （注）１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第１四半期連結累計期間において、新たに発生したリスク及び前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」について変更した重要な事項はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

  該当事項はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

 

（1）業績の状況

全般の概況

 当第1四半期連結累計期間のわが国経済は、雇用・所得環境の改善が進む中、緩やかな回復基調が続きました

が、英国のEU離脱問題、米国経済の動向や中国をはじめとするアジア新興国及び資源国経済の動向、中東・北朝

鮮の地政学的リスクの高まり等、世界経済の不確実性により先行きは不透明な状況で推移しました。 

 エレクトロニクス業界におきましては、高機能スマートフォンや、IoT関連機器の需要及び自動車の電装化比率

の拡大により、電子部品等の生産は堅調に推移しました。また、白物家電の販売は製品ごとにばらつきはあるも

のの、総じて堅調に推移しました。 

 このような状況の中、当社グループは、スマートフォン向けデバイス及びディスプレイ関連部材と自動車向け

各種関連部材に注力した販売活動に努めました。 

 この結果、当第1四半期連結累計期間の売上高は、前年同期比14.9％増の508億59百万円となりました。

 利益面につきましては、売上高の増加に伴い売上総利益も増加し、営業利益は、前年同期比74.8％増の14億25

百万円となりました。

 経常利益は、営業利益が増加したことから、前年同期比48.4％増の12億61百万円となりました。

 親会社株主に帰属する四半期純利益は、経常利益が増加したことから、前年同期比31.7％増の８億43百万円と

なりました。 

 

 当社グループの報告セグメントを基にした、当第１四半期連結累計期間における地域別販売状況の概要は、以

下のとおりであります。

 

（日本） 

 売上高は、スマートフォン向けデバイス及びディスプレイ関連部材の販売が増加したことから、前年同期比

28.3％増の288億20百万円となりました。営業利益は、前年同期比275.0％増の６億15百万円となりました。

 

    （中国） 

     売上高は、スマートフォン向けデバイス及びディスプレイ関連部材の販売が減少したことから、前年同期比

    9.4％減の114億81百万円となりました。営業利益は、前年同期比49.3％減の２億38百万円となりました。

 

    （その他アジア） 

     売上高は、自動車向け及びOA機器向け各種関連部材の販売が増加したことから、前年同期比9.3％増の83億12百

    万円となりました。営業利益は、前年同期比108.0％増の３億56百万円となりました。

 

    （欧米） 

     売上高は、自動車向け各種関連部材の販売が増加したことから、前年同期比47.6％増の22億44百万円となりま

    した。営業利益は、前年同期比96.4％増の72百万円となりました。 

 

 

 

（2）財政状態の状況

 総資産は、「受取手形及び売掛金」が減少したこと等により、前連結会計年度末比0.7％減の926億19百万円と

なりました。

 負債は、「未払法人税等」が減少したこと等により、前連結会計年度末比2.4％減の475億54百万円となりまし

た。

 純資産は、「利益剰余金」が増加したこと等により、前連結会計年度末比1.2％増の450億64百万円となりまし

た。なお、自己資本比率は、48.7％となりました。
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（3）キャッシュ・フローの状況

 当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より16億68百万円増加し、119億50百

万円となりました。

 営業活動によるキャッシュ・フローは、23億47百万円の収入（前年同期は14億24百万円の収入）となりました。

主な要因としましては、税金等調整前四半期純利益が12億61百万円、売上債権の減少による資金獲得が40億91百万

円、たな卸資産の増加による資金流出が15億91百万円、仕入債務の減少による資金流出が４億41百万円、法人税等

の支払による資金流出が９億９百万円であります。

 投資活動によるキャッシュ・フローは、２億37百万円の支出（前年同期は２億77百万円の支出）となりました。

主な要因としましては、定期預金の預入による資金流出が１億84百万円であります。

 財務活動によるキャッシュ・フローは、４億90百万円の支出（前年同期は７億13百万円の支出）となりました。

主な要因としましては、短期借入金の返済による資金流出が２億90百万円、配当金の支払による資金流出が１億99

百万円であります。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

①当社グループの現状認識及び対処すべき課題の内容

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの対処すべき課題については重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

は、以下のとおりであります。

 

②会社の支配に関する基本方針

a．基本方針の内容

当社グループは、エレクトロニクス業界において、伝統的商社機能のほか、情報収集機能、物流機能等を活

用し、得意先、仕入先双方に、新たな付加価値を提供しつつ商材の販売活動を展開しております。

          また、当社グループの事業活動においては、株主、得意先、仕入先、従業員にとどまらず、社会的責任をも

たらすものとして、地域社会の調和、環境への配慮など、事業を進めるにあたり広範囲のステークホルダーの

利益を最大限に配慮することも必要であると考えており、当社グループの財務及び事業の方針の決定を支配す

る者としては、これらステークホルダーの利益に資することに配慮し、当社の企業価値及び株主共同の利益を

中長期的に確保、向上させていく立場にあるべきものと考えております。

          一方、上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様の自由な取引が認められており、当社の株式に対

する大規模な買付行為があったとしても、一概にこれを否定するものではなく、最終的には、株主の自由な意

思により判断されるべきであると考えております。

しかしながら、大規模買付行為は、それが成就すれば、当社の経営に直ちに大きな影響を与える支配権を取

得するものであり、当社の企業価値及び株主共同の利益に重大な影響を及ぼす可能性を内包しております。

  このうち、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある大規模買付行為は不適切と考えざる

を得ず、また、その行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適当であると考

えております。

 

b．基本方針の実現に資する特別な取り組み

当社グループは、日々の事業活動を通じて、企業としての社会的責任を果たし、健全な事業成長を遂げるこ

とにより、社会の発展に貢献することをめざしております。また、多数の株主、投資家の皆様に長期的に継続

して当社に投資して頂くため、中長期的に当社の企業価値及び株主共同の利益を向上させるため、以下の点を

重点施策として、取り組んでおります。

   イ．高付加価値型ビジネスの強化

顧客のニーズにマッチした最適なソリューションを提供し、収益力向上を図るため、仕入先との信頼関係

や独自の企画開発、設計機能を強化することに加え、それらを基にしたモジュール化提案力を強化してま

いります。

      ロ．グローバル展開の推進

ASEAN市場における当社グループ事業を中国市場と同水準の規模に拡大するため、経営資源の重点配分を行

い、非日系顧客に対してダイレクトアプローチを推進してまいります。また、欧米にも積極的な事業展開

を行うことでグローバルでの顧客サポートが実現できる体制を構築してまいります。

      ハ．自動車関連ビジネスの強化

今後も顧客の成長が見込まれる自動車分野に対して、経営資源の重点配分を行い、豊田通商株式会社との

業務提携を活かして事業拡大を図ってまいります。
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ニ．成長戦略投資の実行

健全な財務体質の維持を図りつつ、事業規模拡大と企画開発、設計機能の強化を目的として、積極的な成

長戦略投資を実行してまいります。

ホ．ガバナンス・リスクマネジメントの強化

経済環境の変化に伴い、多様化・複雑化する様々なリスクに対応するため、IT基幹システムのグローバル

展開等による経営管理機能及び統制機能の強化を図り、また、与信管理をはじめとしたグローバルなリス

クマネジメント強化を図ってまいります。

へ．豊田通商グループとのシナジー効果追求

自動車分野のみならず非自動車分野の拡大や物流網の相乗りによるコスト削減を図ることに加え、豊田通

商グループの持つ様々な機能、ノウハウ及び海外拠点網を活用することで、互いのシナジー効果の最大化

を追求し、さらなる成長スピードの加速を図ってまいります。

c．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため 

  の具体的な取り組み

当社は、前記a.記載の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取り組みとして、平成19年６月22日開催の第61回定時株主総会で買収防衛策を導

入し、平成20年６月20日開催の第62回定時株主総会の決議による承認を得て、これを更新致しました（更新

後の買収防衛策を、以下、「本施策」という。)。

しかしながら、その後、当社の企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある大規模買付行為の脅

威も相対的に低くなってきていると考えられ、また、金融商品取引法等の改正等に伴う、大規模買付行為に

対する手続の整備、変更の浸透により、株主の皆様が適切な判断をするために必要な情報や時間を確保する

という本施策の目的は、一定程度担保されることとなりました。

このような事情を総合的に勘案し、当社は、平成23年５月10日開催の取締役会において、平成23年６月開

催の定時株主総会の終結時に有効期間の満了を迎える本施策の見直しにつき慎重に検討を行った結果、平成

23年６月17日開催の当社第65回定時株主総会の終結時をもって本施策を継続しないことを決議致しました。

なお、当社株式の大規模買付行為が行われた場合は、当該大規模買付行為が当社の企業価値または株主共

同の利益を毀損するおそれがないかどうか、積極的な情報収集とその適切な開示に努めるとともに、会社法

その他関係法令及び定款の許容する範囲において、当社取締役会が必要かつ適切であると判断する措置を講

じます。また、今後の社会的な趨勢も考慮し、当社取締役会が買収防衛策を再導入する必要があると判断し

た場合には、定款の定めに従い、株主総会にその是非をお諮り致します。

d. 特別な取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

  当社は、前記a.の基本方針を踏まえ、当社の企業価値を向上させ、株主共同の利益を確保するため、前記

b.を重点施策として策定しており、これはまさに当社の基本方針に沿うものであります。これら取り組み

は、当社の企業価値の向上及び株主共同の利益の確保を目的とするものであり、当社の会社役員の地位の維

持を目的とするものではありません。

 

（5）研究開発活動

当社グループは、得意先、仕入先と共同で商品開発に取り組んでおりますが、技術開発の主体は相手方にあ

るため、特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 84,000,000

計 84,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株）

（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年７月26日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,152,473 21,152,473
東京証券取引所 

市場第一部

単元株式数

100株

計 21,152,473 21,152,473 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数
（株）

発行済株式 
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金 
増減額

（百万円）

資本準備金 
残高

（百万円）

 平成29年４月１日～ 

 平成29年６月30日
－ 21,152,473 － 2,142 － 2,017

 

(6)【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 679,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,465,800 204,658 －

単元未満株式 普通株式 7,473 － －

発行済株式総数 21,152,473 － －

総株主の議決権 － 204,658 －

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

エレマテック株式会社
東京都港区三田三丁目

５番27号
679,200 － 679,200 3.21

計 － 679,200 － 679,200 3.21

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 10,282 12,135 

受取手形及び売掛金 66,955 62,955 

たな卸資産 ※ 9,466 ※ 11,107 

繰延税金資産 305 303 

その他 1,184 1,361 

貸倒引当金 △531 △801 

流動資産合計 87,662 87,063 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 2,201 2,207 

減価償却累計額 △1,481 △1,497 

建物及び構築物（純額） 720 710 

土地 1,243 1,243 

その他 1,692 1,733 

減価償却累計額 △1,257 △1,280 

その他（純額） 435 453 

有形固定資産合計 2,398 2,406 

無形固定資産    

ソフトウエア 341 328 

販売権 774 721 

その他 0 0 

無形固定資産合計 1,115 1,049 

投資その他の資産    

投資有価証券 518 532 

繰延税金資産 378 384 

投資不動産 362 359 

破産更生債権等 2,928 2,949 

退職給付に係る資産 57 49 

その他 809 791 

貸倒引当金 △2,946 △2,967 

投資その他の資産合計 2,107 2,099 

固定資産合計 5,621 5,555 

資産合計 93,284 92,619 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 42,734 42,420 

短期借入金 2,884 2,592 

未払法人税等 840 432 

賞与引当金 298 305 

役員賞与引当金 － 10 

その他 1,763 1,565 

流動負債合計 48,521 47,326 

固定負債    

退職給付に係る負債 72 61 

その他 145 166 

固定負債合計 217 227 

負債合計 48,738 47,554 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,142 2,142 

資本剰余金 3,335 3,335 

利益剰余金 38,618 39,256 

自己株式 △694 △694 

株主資本合計 43,401 44,040 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 165 180 

繰延ヘッジ損益 △4 △5 

為替換算調整勘定 989 852 

退職給付に係る調整累計額 △7 △2 

その他の包括利益累計額合計 1,143 1,024 

純資産合計 44,545 45,064 

負債純資産合計 93,284 92,619 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 44,255 50,859 

売上原価 40,623 46,165 

売上総利益 3,632 4,693 

販売費及び一般管理費    

給料及び手当 938 972 

役員報酬 39 43 

運賃及び荷造費 431 508 

法定福利費 167 176 

旅費及び交通費 168 178 

減価償却費 58 50 

賞与引当金繰入額 183 219 

役員賞与引当金繰入額 16 10 

退職給付費用 54 57 

貸倒引当金繰入額 13 260 

その他 744 789 

販売費及び一般管理費合計 2,816 3,268 

営業利益 815 1,425 

営業外収益    

受取利息 6 7 

賃貸収入 19 20 

為替差益 14 － 

その他 6 4 

営業外収益合計 47 32 

営業外費用    

支払利息 1 1 

賃貸費用 5 5 

為替差損 － 185 

その他 5 3 

営業外費用合計 12 196 

経常利益 849 1,261 

特別利益    

投資有価証券売却益 1 － 

特別利益合計 1 － 

税金等調整前四半期純利益 851 1,261 

法人税等 210 417 

四半期純利益 640 843 

親会社株主に帰属する四半期純利益 640 843 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

四半期純利益 640 843 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △46 14 

繰延ヘッジ損益 1 △1 

為替換算調整勘定 △1,800 △137 

退職給付に係る調整額 2 4 

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 0 

その他の包括利益合計 △1,842 △119 

四半期包括利益 △1,202 723 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,202 723 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 851 1,261 

減価償却費 70 63 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13 246 

破産更生債権等の増減額（△は増加） 0 13 

売上債権の増減額（△は増加） △3,686 4,091 

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,259 △1,591 

仕入債務の増減額（△は減少） 6,072 △441 

その他 △502 △393 

小計 1,560 3,248 

利息及び配当金の受取額 8 9 

利息の支払額 △1 △1 

法人税等の支払額 △142 △909 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,424 2,347 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の純増減額（△は増加） △165 △184 

有形固定資産の取得による支出 △48 △50 

無形固定資産の取得による支出 △6 △9 

投資不動産の賃貸による収入 18 19 

その他 △75 △12 

投資活動によるキャッシュ・フロー △277 △237 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △9 △290 

配当金の支払額 △704 △199 

財務活動によるキャッシュ・フロー △713 △490 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △991 48 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △557 1,668 

現金及び現金同等物の期首残高 12,477 10,282 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 11,919 ※ 11,950 
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算） 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。但

し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用する方法によっております。 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※ たな卸資産の内訳科目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（平成29年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成29年６月30日） 

商品及び製品 9,266百万円 10,838百万円 

原材料 199 268 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

現金及び預金勘定 12,141百万円 12,135百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △221 △185

現金及び現金同等物 11,919 11,950

 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の 
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月20日

取締役会
普通株式 716 35 平成28年３月31日 平成28年６月17日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の 
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月５日

取締役会
普通株式 204 10 平成29年３月31日 平成29年６月21日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

 報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

            (単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額   日本 中国 

その他
アジア 

欧米 計 

売上高              

（1）外部顧客に対する
売上高 

22,460 12,667 7,607 1,520 44,255 － 44,255 

（2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

11,659 4,451 1,566 455 18,133 (18,133) － 

計 34,120 17,118 9,173 1,975 62,388 (18,133) 44,255 

セグメント利益 164 469 171 36 842 △26 815 

（注）１．セグメント利益（営業利益）の調整額は、セグメント間の消去額を記載しております。

２．日本以外の各セグメントに属する国または地域は、次のとおりであります。

（１）中国……………中国（香港を含む）

（２）その他アジア…台湾、韓国、インド、東南アジア

（３）欧米……………米国、メキシコ、チェコ

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日） 

 報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

            (単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額   日本 中国 

その他
アジア 

欧米 計 

売上高              

（1）外部顧客に対する
売上高 

28,820 11,481 8,312 2,244 50,859 － 50,859 

（2）セグメント間の内部
売上高又は振替高 

12,123 5,895 3,344 124 21,487 (21,487) － 

計 40,944 17,376 11,656 2,368 72,346 (21,487) 50,859 

セグメント利益 615 238 356 72 1,283 141 1,425 

（注）１．セグメント利益（営業利益）の調整額は、セグメント間の消去額を記載しております。

２．日本以外の各セグメントに属する国または地域は、次のとおりであります。

（１）中国……………中国（香港を含む）

（２）その他アジア…台湾、韓国、インド、東南アジア

（３）欧米……………米国、メキシコ、チェコ
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(１株当たり情報)

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

 １株当たり四半期純利益金額 31円28銭 41円19銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
640 843

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
640 843

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,473 20,473

（注）   潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

       該当事項はありません。
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２【その他】

平成29年６月５日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議致しました。

（イ）配当金の総額……………………………………204百万円

（ロ）１株当たりの金額………………………………10円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成29年６月21日

（注） 平成29年３月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２９年７月２６日

エ レ マ テ ッ ク 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 柳 井 浩 一  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 井 澤 依 子  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエレマテック

株式会社の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２９年４

月１日から平成２９年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２９年４月１日から平成２９年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エレマテック株式会社及び連結子会社の平成２９年６月３０日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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